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保険検査マニュアル新旧対照表 

改定前 改定後 

保険募集管理態勢の確認検査用チェックリスト 

Ⅰ．経営陣による保険募集管理態勢の整備・確立状況 

【検証ポイント】 

・ （略） 

・ 保険会社における保険募集管理態勢の整備・確立は、顧客の保護の観点か

ら重要であるのみならず、保険会社の業務の健全かつ適切な運営及び保険募

集の公正の観点から極めて重要であり、経営陣には、これらの態勢の整備・

確立を自ら率先して行う役割と責任がある。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略）

１．～３．（略） 

Ⅱ．（略） 

Ⅲ．個別の問題点 

【検証ポイント】 

（略） 

保険募集管理態勢の確認検査用チェックリスト 

Ⅰ．経営陣による保険募集管理態勢の整備・確立状況 

【検証ポイント】 

・ （略） 

・ 保険会社及び保険募集人における保険募集管理態勢の整備・確立は、顧客

の保護の観点から重要であるのみならず、保険会社及び保険募集人の業務の

健全かつ適切な運営及び保険募集の公正の観点から極めて重要であり、経営

陣には、これらの態勢の整備・確立を自ら率先して行う役割と責任がある。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略）

１．～３．（略）

Ⅱ．（略） 

Ⅲ．個別の問題点 

【検証ポイント】 

（略） 
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改定前 改定後 

１．保険募集に共通する問題点 

①～③（略） 

④【顧客に対する説明等】 

（ⅰ）適正な保険募集のために必要な顧客に関する情報等の収集ないし確認

（意向確認書面の利用等によるニーズの確認等）が適切になされる態勢

が整備されているか。 

１．保険募集に共通する問題点 

①～③（略） 

④【顧客に対する説明等】 

（ⅰ）適正な保険募集のために、保険会社又は保険募集人は、顧客の意向を

把握し、これに沿った保険契約の締結等の提案、当該保険契約の内容の説

明及び保険契約の締結等に際して、顧客の意向と当該保険契約の内容が合

致していることを顧客が確認する機会の提供（意向確認書面の利用等に

よる意向の確認等）を行っているか。10

イ．意向把握・確認の具体的方法については、取り扱う商品や募集形

態を踏まえたうえで、保険会社又は保険募集人の創意工夫により、

以下又はこれと同等の方法を用いているか。 

（イ）保険金額や保険料を含めた当該顧客向けの個別プランを説明す

る前に、当該顧客の意向を把握する。その上で、当該意向に基づ

いた個別プランを提案し、当該プランについて当該意向とどのよ

うに対応しているかも含めて説明する。 

その後、最終的な顧客の意向が確定した段階において、その意

向と当初把握した主な顧客の意向を比較し、両者が相違している

場合にはその相違点を確認する。  

（ロ）保険金額や保険料を含めた当該顧客向けの個別プランを提案す

る都度、保険会社又は保険募集人が、どのような意向を推定（把

握）して当該プランを設計したかの説明を行い、当該プランにつ

いて、当該意向とどのように対応しているかも含めて説明する。 

その後、最終的な顧客の意向が確定した段階において、その意

向と保険会社又は保険募集人が把握した主な顧客の意向を比較

し、両者が相違している場合にはその相違点を確認する。 

（ハ）自動車や不動産購入等に伴う補償を望む顧客に対し、主な意

向・情報を把握したうえで、個別プランの作成・提案を行い、主

な意向と個別プランの比較を記載するとともに、保険会社又は保
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改定前 改定後 

険募集人が把握した顧客の意向と個別プランの関係性をわかりや

すく説明する。 

（ニ）上記（イ）～（ハ）の場合、契約締結前の段階において、当該

意向と契約の申込みを行おうとする保険契約の内容が合致してい

るかどうかを確認（＝「意向確認」）する。 

（ホ）上記（イ）～（ハ）の場合においては、規則第227条の2第3項第

3号ロに規定する一年間に支払う保険料の額（保険期間が一年未満

であって保険期間の更新をすることができる保険契約にあって

は、一年間当たりの額に換算した額）が五千円以下である保険契

約における意向把握について、商品内容・特性に応じて適切に行

うものとする。 

（ヘ）事業者の事業活動に伴って生ずる損害をてん補する保険契約に

ついては、顧客の保険に係る知識の程度や商品特性に応じて適切

な意向把握及び意向確認を行うものとする。 

（ト）規則第227条の2第2項に定める団体保険の保険契約者である団体

が被保険者となる者に対して加入勧奨を行う場合は、保険商品が

被保険者の意向に合致した内容であることを確認する機会を確保

するための措置を講じるものとする。 

    ロ．例えば、以下のような顧客の意向に関する情報を把握・確認して

いるか。 

（イ）第一分野の保険商品及び第三分野の保険商品について 

・ どのような分野の保障を望んでいるか。 

（死亡した場合の遺族保障、医療保障、医療保障のうちガンなど

の特定疾病に備えるための保障、傷害に備えるための保障、介護

保障、老後生活資金の準備、資産運用など） 

・ 貯蓄部分を必要としているか。 

・ 保障期間、保険料、保険金額に関する範囲の希望、優先する

事項がある場合はその旨 
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改定前 改定後 

（ロ） 第二分野の保険商品について 

  ・ どのような分野の補償を望んでいるか。 

（自動車保険、火災保険などの保険の種類） 

・ 顧客が求める主な補償内容 

・ 補償期間、保険料、保険金額に関する範囲の希望、優先する

事項がある場合はその旨 

ハ．保険会社及び保険募集人においては、法第294 条の2に基づき、契

約の申込みを行おうとする保険商品が顧客の意向に合致した内容で

あることを顧客が確認する機会を確保し、顧客が保険商品を適切に

選択・購入することを可能とするため、そのプロセス等を内部規

程・業務細則等で定めるとともに、所属する保険募集人に対して適

切な教育・管理・指導を実施するほか、以下のような態勢が整備さ

れているか。 

（イ）意向把握に係る態勢整備 

保険会社又は保険募集人のいずれか、又は双方において、意向

把握に係る業務の適切な遂行を確認できる措置を講じているか。

例えば、適切な方法により、保険募集のプロセスに応じて、意向

把握に用いた帳票等（例えば、アンケートや設計書等）であっ

て、上記イ．（イ）～（ハ）に規定する顧客の最終的な意向と比

較した顧客の意向に係るもの及び最終的な意向に係るものを保存

するなどの措置を講じているか。 

（ロ）意向確認に係る態勢整備 

規則第53 条の7 第1 項及び規則第227条の7に規定する措置に関

し、保険会社又は保険募集人において、契約の申込みを行おうと

する保険商品が顧客の意向に合致した内容であることを顧客が確

認する機会を確保し、顧客が保険商品を適切に選択・購入するこ

とを可能とするため、適切な遂行を確認できる措置を講じている

か。上記イ．（ニ）の場合において、意向確認書面を作成し、顧
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改定前 改定後 

 （ⅱ）（略） 

（ⅲ）顧客のニーズや知識、経験及び財産の状況を踏まえた上で契約の内容

及びそのリスク等を顧客に対して適切かつ十分に説明する態勢が、整備

されているか。 

（ⅳ）～（ⅵ）（略） 

（新設） 

⑤（略） 

⑥【適正な募集事務管理】 

（ⅰ）募集事務についての保険募集人に対する教育、管理、指導は適切なも

のとなっているか。 

特に、損害保険代理店に関しては、収受した保険料を自己の財産と明

確に区分し収支を明らかにする書類等を備え置かせるとともに、受領し

た保険料等を受領後遅滞なく保険会社に送金するか、又は別途専用の預

貯金口座に保管し、遅くとも保険会社における保険契約の計上月の翌月

までに精算するよう教育、管理、指導しているか。さらに、以下のよう

な観点から、教育、管理、指導を行っているか。 

イ．～ハ．（略）  

（ⅱ）～（ⅸ）（略） 

（新設） 

客に交付するとともに、保険会社等において保存するなどの措置

を講じているか。 

 （ⅱ）（略） 

（ⅲ）顧客の意向や知識、経験及び財産の状況を踏まえた上で契約の内容及

びそのリスク等を顧客に対して適切かつ十分に説明する態勢が、整備さ

れているか。 

（ⅳ）～（ⅵ）（略） 

脚注10 本項目により具体的事例を検証する際には、監督指針を踏まえる必要

があることに留意する。 

⑤（略）

⑥【適正な募集管理】 

（ⅰ）募集業務・事務についての保険募集人に対する教育、管理、指導は適

切なものとなっているか。 

特に、乗換契約（他社からの乗換契約を含む）・転換契約、キャンペー

ン11、高齢者に対する募集など、通常の募集以上に注意を要する募集につ

いて、適切な募集が行われるための態勢が整備されているか。 

また、損害保険代理店に関しては、収受した保険料を自己の財産と明

確に区分し収支を明らかにする書類等を備え置かせるとともに、受領し

た保険料等を受領後遅滞なく保険会社に送金するか、又は別途専用の預

貯金口座に保管し、遅くとも保険会社における保険契約の計上月の翌月

までに精算するよう教育、管理、指導しているか。さらに、以下のよう

な観点から、教育、管理、指導を行っているか。 

イ．～ハ．（略）  

（ⅱ）～（ⅸ）（略） 

（ⅹ）契約見込客の発掘から契約成立に至るまでの広い意味での保険募集の

プロセスのうち法第２条第26項に規定する保険募集に該当しない行為
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改定前 改定後 

（新設） 

⑦【非対面募集における募集管理】 

（以下、「募集関連行為」という。）については、直ちに募集規制が適

用されるものではない。 

イ．しかし、保険会社又は保険募集人が、募集関連行為を第三者に委

託し、又はそれに準じる関係に基づいて行わせている場合には、保

険会社又は保険募集人において、当該募集関連行為を受託した第三

者（以下、「募集関連行為従事者」という。）が不適切な行為を行

わないよう、例えば、以下の点に留意して適切な委託先管理等を行

っているか。 

・ 募集関連行為従事者において、保険募集行為又は特別利益の提

供等の募集規制の潜脱につながる行為が行われていないか。 

・ 募集関連行為従事者が運営する比較サイト等の商品情報の提供

を主たる目的としたサービスにおいて、誤った商品説明や特定商

品の不適切な評価など、募集行為を行う際に顧客の正しい商品理

解を妨げるおそれのある行為を行っていないか。 

・ 募集関連行為従事者において、個人情報の第三者への提供に係

る顧客同意の取得などの手続が個人情報の保護に関する法律等に

基づき、適切に行われているか。 

ロ．また、保険会社は、保険募集人が、募集関連行為を第三者に委託

し、又はこれに準じる関係に基づいて行わせている場合には、保険

募集人がその規模や業務特性に応じた適切な委託先管理等を行うよ

うに指導しているか。 

ハ．さらに、募集関連行為従事者への支払手数料の設定について、慎

重な対応を行っているか。 

脚注11 保険会社が販売手数料の上乗せ等により、特定の商品を特定期間保険

募集人に対して販売推奨すること。 

⑦【非対面募集における募集管理】 
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改定前 改定後 

（ⅰ）～（ⅱ）（略） 

（新設） 

⑧～⑨（略） 

（新設） 

（ⅰ）～（ⅱ）（略） 

（ⅲ）保険会社又は保険募集人が行う電話による新規の保険募集等（転換及

び自らが締結した又は保険募集を行った団体保険に係る保険契約に加入

することを勧誘する行為その他の当該保険契約に加入させるための行為

を含む。）は、非対面で、顧客の予期しないタイミングで行われること等

から、特に苦情等が発生しやすいといった特性等にかんがみ、当該行為

を反復継続的に行う保険会社又は保険募集人は、トラブルの未然防止・

早期発見に資する取組みを含めた保険募集方法を具体的に定め、実行す

るとともに、保険募集人に対して、適切な教育・管理・指導を行ってい

るか。 

また、これらの取組みについて、適切性の検証等を行い、必要に応じ

て見直しを行っているか。 

その際の取組みとしては、以下の措置を含めた適切な取組みがなされ

ているか。 

イ．説明すべき内容を定めたトークスクリプト等を整備のうえ、徹底

していること。 

ロ．顧客から、今後の電話を拒否する旨の意向があった場合、今後の

電話を行わないよう徹底していること。 

ハ．通話内容を記録・保存していること。 

ニ．苦情等の原因分析及び再発防止策の策定及び周知を行っているこ

と。 

ホ．保険募集等を行った者以外の者による通話内容の確認（成約に至

らなかったものを含む。）及びその結果を踏まえた対応を行っている

こと。 

⑧～⑨（略） 

⑩【直接支払サービスに係る態勢整備】

（ⅰ）保険会社又は保険募集人は、保険募集等を行うにあたって、保険金を

受け取るべき者の選択により、直接支払いサービスが受けられる旨を表
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改定前 改定後 

示し、かつ、提携事業者が提供する財・サービス内容・水準について言

及する場合には、保険募集時に保険契約者又は被保険者に対して以下に

掲げる事項の情報提供（規則第227条の２第３項第５号又は規則第234条

の21の２第１項第３号に規定する情報の提供）が行われているか。 

イ．保険金を受け取ることができること（提携事業者からの財・サー

ビスの購入や直接支払いサービスの利用が義務付けられないこと） 

ロ．提携事業者の選定基準（提携事業者が決定している場合には、提

携事業者の名称も表示する。） 

ハ．直接支払いサービスを受ける場合において、保険金が財・サービ

スの対価に満たない時は、顧客が不足分を支払う必要があること

（余剰が生じた場合には、余剰分を保険金として受け取ることがで

きること） 

ニ．当初想定していた財・サービスを提供可能な提携事業者の紹介が

困難となる場合として想定されるケース 

（ⅱ）また、（ⅰ）の場合において、以下のような点に留意し、規則第53条

の12の２に規定する措置が講じられているか。 

イ．保険契約者、被保険者、保険金を受け取るべき者又は提携事業者

から紹介手数料その他の報酬を得ていないか。 

ロ．提携事業者との同意のもとで提供する財・サービスの内容・水準

や保険金を受け取るべき者が直接支払いサービスを利用した場合の

連絡・支払方法などの手続きを定めているか。 

ハ．提携事業者が提供する財・サービスの質の確認や、問題が発見さ

れた場合の提携事業者の入れ替えなど、保険募集時に保険契約者又

は被保険者に説明した内容・水準の財・サービスを提供できる提携

事業者を紹介できる状態を維持するための措置を講じているか。 

ニ．保険事故発生時に、提携事業者からの財・サービスの購入や直接

支払いサービスを受けることが義務づけられるものではない（保険

金を受け取ることができる）旨を、改めて、保険金を受け取るべき
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改定前 改定後 

（新設） 

者に説明しているか。 

⑪【団体保険の加入勧奨に係る態勢整備】 

（ⅰ）カード会社や金融機関等が契約者となり、その会員や預金者等が被保

険者となる団体等、保険契約者と被保険者との間の密接性、両者の当該

団体保険に係る利害関係及び団体の構成員となるための要件等に照ら

し、保険契約者と被保険者との間に一定程度の密接な関係が認められな

い団体を被保険者団体とする保険については、規則第227 条の2 第2 項

の規定に該当しないことから、当該団体保険を締結した又は取扱った保

険会社又は保険募集人（自ら団体保険を取扱った団体を含む。）が加入勧

奨における情報提供及び意向把握・確認等を行う場合においては、以下

のような態勢が整備されているか。 

イ．加入勧奨にあたっては、例えば、法第300条第1項に規定する禁

止行為の防止など、募集規制に準じた取扱いが求められ、募集規制

の潜脱が行われないような適切な措置が講じられているか。 

ロ．カード会社や金融機関等が契約者となり、その会員や預金者等が

被保険者となるような団体等においては、当該団体保険の被保険者

のクレジットカードや預金口座の解約等により保障（補償）が喪失

する場合は、その旨を「注意喚起情報」を記載した書面に記載し、

被保険者に適切に説明する態勢を整備し、対応しているか。 

また、クレジットカードや預金口座を解約等した場合、当該解約に

より、保障（補償）が喪失する場合は、その旨を適切に説明する態勢

を整備し、対応しているか 

ハ．保険募集を行う銀行等が契約者となり、その預金者が被保険者と

なる団体保険の加入勧奨にあたっては、「金融検査マニュアル」顧客

保護等管理態勢の確認検査用チェックリストⅢ．２．(3)等を踏まえ

た適切な措置が講じられているか。12 

ニ．電話による加入勧奨を行う場合には、本チェックリストⅢ．１．

⑦（ⅲ）を踏まえた適切な措置が講じられているか。 
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（新設） 

（新設） 

（ⅱ）規則第 227 条の２第２項に定める団体保険について、保険会社又は保

険募集人は、保険契約者である団体が被保険者となる者に対して加入勧

奨を行う場合は、保険会社又は保険募集人が保険契約者に対して行うの

と同程度の情報の提供及び説明が適切に行われることを確保するための

措置を講じているか。 

脚注12 本項目により具体的事例を検証する際には、監督指針を踏まえる必要

があることに留意する。 

⑫【保険募集人の態勢整備】

保険募集人は、保険募集に関する業務について、業務の健全かつ適切

な運営を確保するため、以下の措置を講じているか。また、監査等を通

じて実態等を把握し、不適切と認められる場合には、適切な措置を講じ

るとともに改善に向けた態勢整備を図っているか。 

（ⅰ）保険募集に関する法令等の遵守、保険契約に関する知識、内部事務管

理態勢の整備（顧客情報の適正な管理を含む。）等について、内部規程・

業務細則等に定めて、保険募集に従事する役員又は使用人の育成、資質

の向上を図るための措置を講じるなど、適切な教育・管理・指導を行っ

ているか。 

（ⅱ）規則第 227 条の２第２項に定める団体保険については、本チェックリ

ストⅢ．１．⑪（ⅱ）を参照。 

（ⅲ）顧客情報管理（外部委託先を含む。）については、保険募集人の規模や

業務特性に応じて、顧客保護等管理態勢の確認検査用チェックリスト

Ⅲ．５.を参照。 

（ⅳ）保険募集人が募集関連行為を募集関連行為従事者に行わせるにあたっ

ての留意点については、本チェックリストⅢ．１．⑥（ⅹ）を参照。 

（ⅴ）保険会社のために保険契約の締結の代理・媒介を行う立場を誤解させ

るような表示を行っていないか。 
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（ⅵ）保険募集人が他人（他の保険募集人を含む。）に対して商号等の使用を

許諾している場合には、両者が異なる主体であることや、両者が取り扱

う保険商品の品揃えが顧客に宣伝しているものと異なる場合における品

揃えの相違点を説明するなど、当該他人が当該保険募集人と同一の事業

を行うものと顧客が誤認することを防止するための適切な措置を講じて

いるか。 

（ⅶ）二以上の所属保険会社等を有する保険募集人（規則第 227 条の２第３

項第４号及び規則第 234 条の 21 の２第１項第２号に規定する二以上の所

属保険会社等を有する保険募集人をいう。）においては、以下の点に留意

し、規則第 227 条 の２第３項第４号及び規則第 234 条の 21 の２第１項

第２号に規定する保険契約への加入の提案を行う理由の説明その他二以

上の所属保険会社等を有する保険募集人の業務の健全かつ適切な運営を

確保するための措置を講じているか。 

イ．二以上の所属保険会社等を有する保険募集人は、取り扱う商品の

中から、顧客の意向に沿った比較可能な商品（保険募集人が把握し

た顧客の意向に基づき、保険の種別や保障（補償）内容などの商品

特性等により、商品の絞り込みを行った場合は、当該絞り込み後の

商品）の概要を明示し、顧客の求めに応じて商品内容を説明してい

るか。 

ロ．顧客に対し、特定の商品を提示・推奨する際には、当該提示・推

奨理由を分かりやすく説明しているか。特に、自らの取扱商品のう

ち顧客の意向に合致している商品の中から、二以上の所属保険会社

等を有する保険募集人の判断により、さらに絞込みを行った上で、

商品を提示・推奨する場合は、商品特性や保険料水準等の客観的な

基準や理由等について、説明を行っているか。 

ハ．商品特性や保険料水準等の客観的な基準や理由等に基づくことな

く、商品を絞込み又は特定の商品を顧客に提示・推奨する場合に

は、その基準や理由等（特定の保険会社との資本関係やその他の事
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２．生命保険関係における問題点 

①～⑤（略） 

⑥【乗換契約・転換契約】 

（ⅰ）乗換契約・転換契約について、不利益になる可能性があることの顧客

への説明等、適切な勧誘を行う態勢となっているか。 

（ⅱ）（略）

（ⅲ）乗換契約・転換契約に係る勧誘の適切性について、例えば、サンプル

チェック等により確認し、改善に向けた取組みを不断に行う態勢となっ

ているか。

務手続・経営方針上の理由を含む。）を説明しているか。 

ニ．上記イ．～ハ．に基づき、商品の提示・推奨や保険代理店の立場

の表示等を適切に行うための措置について、内部規程・業務細則等

において定めたうえで、定期的かつ必要に応じて、その実施状況を

確認・検証する態勢が構築されているか。 

（ⅷ）保険募集人指導事業を行う保険募集人においては、以下のような点に

留意しつつ、保険募集の業務の指導に関する基本となるべき事項を定め

た実施方針を策定し、保険募集人指導事業の的確な遂行を確保するため

の措置を講じているか。 

イ．指導対象保険募集人における保険募集の業務について、適切に教

育・管理・指導を行う態勢を構築し、必要に応じて改善策を求める

など、規則第227条の15第１項に規定する措置を講じているか。 

ロ．指導対象保険募集人の指導の実施方針において、規則第 227 条の

15第２項に規定する事項が記載されているか。 

 （ⅸ）保険募集人による保険募集管理態勢については、保険募集人の規模や

業務特性に応じて、本チェックリストⅢ．１．①～⑦（ⅱ）及び⑪並び

に本チェックリストⅢ．２．及び３．に準じているか。 

２．生命保険関係における問題点 

①～⑤（略） 

⑥【乗換契約・転換契約】 

（ⅰ）乗換契約（他社からの乗換契約を含む）・転換契約について、不利益に

なる可能性があることの顧客への説明等、適切な勧誘を行う態勢となっ

ているか。

（ⅱ）（略）

（ⅲ）乗換契約（他社からの乗換契約を含む）・転換契約に係る勧誘の適切性

について、例えば、サンプルチェック等により確認し、改善に向けた取

組みを不断に行う態勢となっているか。
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⑦～⑨（略） 

３．（略） 

（参考：保険仲立人の確認検査用チェックリスト） 

⑴～⑵ （略） 

保険仲立人の業務運営におけるチェック項目例 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 開示事項の開示 

顧客への事前開示は適切に行われているか。特に、保険仲立人に明示

が義務付けられている事項についての明示（法第 296 条）及び開示を求

められたときの開示（法第297条）が適切に行われているか。 

⑹ （略） 

（新設） 

付属資料 

実地調査用チェックリスト 

⑴～⑶ （略） 

１．共通 

⑴ 保険募集の適正 

⑦～⑨（略） 

３．（略） 

（参考：保険仲立人の確認検査用チェックリスト） 

⑴～⑵ （略） 

保険仲立人の業務運営におけるチェック項目例 

⑴～⑷ （略） 

⑸ 開示事項の開示 

顧客への事前開示は適切に行われているか。特に、保険仲立人に明示

が義務付けられている事項についての明示（法第 294 条第４項及び第５

項）及び開示を求められたときの開示（法第 297 条）が適切に行われて

いるか。 

⑹ （略） 

⑺ 態勢の整備 

保険仲立人においては、保険募集に関する業務について、本チェック

リストⅢ．１．⑫（ⅰ）～（ⅳ）を参照のうえ、業務の健全かつ適切な

運営を確保するための措置を講じているか。 

付属資料 

実地調査用チェックリスト 

⑴～⑶ （略） 

１．共通 

⑴ 保険募集の適正 
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①～③ （略） 

④ 予定解約率を用い、かつ解約返戻金を支払わない保険契約の募集に際し

て、解約返戻金が無いことを記載した書面を顧客に対して適切な時期に確

実に交付しているか。 

⑤～⑩ （略） 

⑵ 適正な募集事務管理 

① 保険募集人に対する教育、管理、指導は適切なものとなっているか。特

に、損害保険代理店に関しては、収受した保険料を自己の財産と明確に区

分し収支を明らかにする書類等を備え置かせるとともに、受領した保険料

等を受領後遅滞なく保険会社に送金するか、又は別途専用の預貯金口座に

保管し、遅くとも保険会社における保険契約の計上月の翌月までに精算す

るよう教育、管理、指導しているか。さらに、以下のような観点から、教

育、管理、指導を行っているか。 

イ．～ハ．（略）  

②～⑨（略） 

（新設） 

①～③ （略） 

④ 予定解約率を用い、かつ解約返戻金を支払わない保険契約の募集に際し

て、解約返戻金が無いことを記載した書面を顧客に対して適切な時期に確

実に交付するなど適切な方法で説明しているか。 

⑤～⑩ （略） 

⑵ 適正な募集管理 

① 保険募集人に対する教育、管理、指導は適切なものとなっているか。特

に、乗換契約（他社からの乗換契約を含む）・転換契約、キャンペーン1、高

齢者に対する募集など、通常の募集以上に注意を要する事項について、適

切な募集が行われるための態勢が整備されているか。 

また、損害保険代理店に関しては、収受した保険料を自己の財産と明確

に区分し収支を明らかにする書類等を備え置かせるとともに、受領した保

険料等を受領後遅滞なく保険会社に送金するか、又は別途専用の預貯金口

座に保管し、遅くとも保険会社における保険契約の計上月の翌月までに精

算するよう教育、管理、指導しているか。さらに、以下のような観点か

ら、教育、管理、指導を行っているか。

イ．～ハ．（略）  

②～⑨（略） 

⑩イ．保険会社又は保険募集人が、募集関連行為を第三者に委託し、又はそ

れに準じる関係に基づいて行わせている場合には、保険会社又は保険募

集人において、当該募集関連行為を受託した第三者（募集関連行為従事

者）が不適切な行為を行わないよう、例えば、以下の点に留意して適切

な委託先管理等を行っているか。 

・ 募集関連行為従事者において、保険募集行為又は特別利益の提供等

の募集規制の潜脱につながる行為が行われていないか。 

・ 募集関連行為従事者が運営する比較サイト等の商品情報の提供を主

たる目的としたサービスにおいて、誤った商品説明や特定商品の不適

切な評価など、募集行為を行う際に顧客の正しい商品理解を妨げるお
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（新設） 

２．～３．（略）

それのある行為を行っていないか。 

・ 募集関連行為従事者において、個人情報の第三者への提供に係る顧

客同意の取得などの手続が個人情報の保護に関する法律等に基づき、

適切に行われているか。 

ロ．保険会社は、保険募集人が、募集関連行為を第三者に委託し、又はこ

れに準じる関係に基づいて行わせている場合には、保険募集人がその規

模や業務特性に応じた適切な委託先管理等を行うように指導している

か。 

ハ．募集関連行為従事者への支払手数料の設定について、慎重な対応を行

っているか。 

脚注1 保険会社が販売手数料の上乗せ等により、特定の商品を特定期間保険募

集人に対して販売推奨すること。 

２．～３．（略）


